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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量平均分子量が７０万以上で、アクリル酸ブチル単位の含有量が９０質量％以上のア
クリル酸エステル系共重合体と、粘着性付与剤を主成分とし、かつ該粘着性付与剤の含有
量が４０～６０質量％の粘着剤層を、芯材の両面に有する両面粘着テープであって、該芯
材及び両面の粘着剤層を合せた総厚さが３０μｍ以下であり、両面の粘着剤層の厚さが、
それぞれ２～１０μｍであることを特徴とする両面粘着テープ。
【請求項２】
　一方の側の粘着剤層の厚さをａ（μｍ）、当該粘着剤層の粘着力をｃ（Ｎ／２５ｍｍ）
とした場合、両面の粘着剤層のｃ／ａ値が１.３～５.０の範囲にある請求項１に記載の両
面粘着テープ。
【請求項３】
　両面の粘着剤層の１２０℃での保持力が、５ｍｍ以下である請求項１又は２に記載の両
面粘着テープ。
【請求項４】
　芯材の一方の側の粘着剤層に重剥離型剥離フィルムが、他方の側の粘着剤層に軽剥離型
剥離フィルムが貼付されてなる請求項１～３のいずれかに記載の両面粘着テープ。
【請求項５】
　重剥離型剥離フィルムの厚さが、３０～１００μｍである請求項４に記載の両面粘着テ
ープ。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は両面粘着テープ、さらに詳しくは、携帯電話、ＰＤＡなどの携帯端末機器や薄
膜表示体（エレクトロルミネッセンス、電子ペーパーなど）等の部材固定用、光ディスク
の基板貼り合わせ用、偏光板の固定用などとして好適な、粘着力及び高温保持力に優れる
透明薄膜の両面粘着テープに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話、ＰＤＡなどの携帯端末機器、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ
などの電子・光学部品などにおいては、高機能化と並行して、薄型化や軽量化、さらには
表示体のペーパー化などが図られている。
　これらの電子・光学部品の部材固定用として、一部の用途では、粘着剤層を転写するテ
ープを使用して薄型化に対応しているが、この場合、芯材がないため、耐久性に劣るとい
う問題が生じる。そこで、薄膜の両面粘着テープが多く開発されているが、これらの両面
粘着テープでは、激しい耐環境試験が求められるため、これまで粘着剤層をあまり薄くす
ることができなかった。
　電子・光学部品の部材固定用であって、厚さの薄い両面粘着テープとしては、例えば、
支持体の両面に粘着剤層を有する両面接着テープ又はシートであって、支持体と、該支持
体の両面に形成された２つの粘着剤層との厚みを含む総厚みが３μｍ以上かつ３０μｍ未
満であり、破断強度が２～２６ＭＰａ／１０ｍｍ幅である両面接着テープ又はシートが開
示されている（特許文献１参照）。
　しかしながら、この両面接着テープ又はシートは、厚みが薄くても優れた破断強度を得
ることを目的としたものであり、粘着剤層の厚さと粘着力との関係や、粘着力及び高温保
持力などに影響を与える、粘着剤層に使用されるアクリル系ポリマーの分子量については
、なんら説明されていない。実施例では、重量平均分子量５０万のアクリル系ポリマーが
用いられているが、このような分子量が低いアクリル系ポリマーを粘着剤層に用いた場合
、充分な高温保持力は得られないことが、本発明者らの研究により分かった。
　一方、光ディスクの基板貼り合わせや、偏光板の固定などにおいても両面粘着テープが
用いられており、そして、これらの用途においても、総厚さの薄い両面粘着テープが求め
られている。
【特許文献１】特開２００５－１０５２１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は、このような事情のもとで、携帯電話、ＰＤＡなどの携帯端末機器や薄膜表示
体などの部材固定用、あるいは光ディスクの基板貼り合わせ用、偏光板の固定用などとし
て好適な、粘着力及び高温保持力に優れる透明薄膜の両面粘着テープを提供することを目
的としてなされたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明者らは、前記の好ましい性質を有する透明薄膜の両面粘着テープを開発すべく鋭
意研究を重ねた結果、芯材の両面に、重量平均分子量及びアクリル酸ブチル単位の含有量
が、それぞれある値以上のアクリル酸エステル系共重合体と、特定の含有量の粘着性付与
剤を主成分とする粘着剤層を形成すると共に、総厚さが３０μｍ以下で、かつ両面の粘着
剤層の厚さが、それぞれ２～１０μｍである両面粘着テープが、その目的に適合し得るこ
とを見出し、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明は、
（１）重量平均分子量が７０万以上で、アクリル酸ブチル単位の含有量が９０質量％以上
のアクリル酸エステル系共重合体と、粘着性付与剤を主成分とし、かつ該粘着性付与剤の
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含有量が４０～６０質量％の粘着剤層を、芯材の両面に有する両面粘着テープであって、
該芯材及び両面の粘着剤層を合せた総厚さが３０μｍ以下であり、両面の粘着剤層の厚さ
が、それぞれ２～１０μｍであることを特徴とする両面粘着テープ、
（２）一方の側の粘着剤層の厚さをａ（μｍ）、当該粘着剤層の粘着力をｃ（Ｎ／２５ｍ
ｍ）とした場合、両面の粘着剤層のｃ／ａ値が１.３～５.０の範囲にある上記(１)項に記
載の両面粘着テープ、
（３）両面の粘着剤層の１２０℃での保持力が、５ｍｍ以下である上記(１)又は(２)項に
記載の両面粘着テープ、
（４）芯材の一方の側の粘着剤層に重剥離型剥離フィルムが、他方の側の粘着剤層に軽剥
離型剥離フィルムが貼付されてなる上記(１)～(３)項のいずれかに記載の両面粘着テープ
、及び、
（５）重剥離型剥離フィルムの厚さが、３０～１００μｍである上記(４)項に記載の両面
粘着テープ、
を提供するものである。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明によれば、携帯電話、ＰＤＡなどの携帯端末機器や薄膜表示体などの部材固定用
、あるいは光ディスクの基板貼り合わせ用、偏光板の固定用などとして好適な、粘着力及
び高温保持力に優れる透明薄膜の両面粘着テープを提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　本発明の両面粘着テープにおける芯材としては、特に制限はないが、従来透明両面粘着
テープの芯材として使用されているプラスチックフィルムの中から適宜選択して用いるこ
とができる。このようなプラスチックフィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタ
レート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートなどのポリエステルフ
ィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、ポ
リ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重
合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリメチルペンテン
フィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエーテルエーテルケトンフィルム、ポリエーテル
スルホンフィルム、ポリフェニレンスルフィドフィルム、ポリエーテルイミドフィルム、
ポリイミドフィルム、フッ素樹脂フィルム、ポリアミドフィルム、アクリル樹脂フィルム
、ノルボルネン系樹脂フィルム、シクロオレフィン樹脂フィルム等を挙げることができる
。
　これらの中で、安価で透明性が高いポリエチレンテレフタレートフィルムが主に使用さ
れる。また、耐熱性などが要求される用途では、ガラス転移点（Ｔｇ）の高いポリエチレ
ンナフタレートフィルムを使用することができる。
　また、これらのプラスチックフィルムは、その表面に設けられる粘着剤層との密着性を
向上させる目的で、所望により両面に、酸化法や凹凸化法などにより表面処理、あるいは
プライマー処理を施すことができる。上記酸化法としては、例えばコロナ放電処理、プラ
ズマ放電処理、クロム酸処理（湿式）、火炎処理、熱風処理、オゾン・紫外線照射処理な
どが挙げられ、また、凹凸化法としては、例えばサンドブラスト法、溶剤処理法などが挙
げられる。これらの表面処理法はプラスチックフィルムの種類に応じて適宜選ばれるが、
一般にはコロナ放電処理法が効果及び操作性などの面から、好ましく用いられる。
【０００７】
　本発明の両面粘着テープにおいては、前記芯材の厚さは、両面粘着テープの総厚さ及び
粘着剤層の厚さとの関係から、２６μｍ以下であり、また、その下限については特に制限
はないが、通常２μｍ程度である。
　本発明において、当該芯材の両面に設けられる粘着剤層は、重量平均分子量が７０万以
上で、アクリル酸ブチル単位の含有量が９０質量％以上のアクリル酸エステル系共重合体
と、粘着性付与剤を主成分とし、かつ該粘着性付与剤の含有量が４０～６０質量％のもの
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である。
　前記アクリル酸エステル系共重合体において、アクリル酸ブチル単位の含有量が９０質
量％以上であれば、常温付近及び高温（６０℃程度）での良好な貼り付け適性及び粘着力
を得ることができる。
　また、当該アクリル酸エステル系共重合体の重量平均分子量が７０万以上であれば、粘
着力を付与するために添加される粘着性付与剤の含有量が４０～６０質量％の範囲でも、
簡単に凝集破壊することがなくなる。すなわち、粘着性付与剤を多量に添加できるために
、薄膜でも高い粘着力を得ることができる。その上、高温保持力が優れたものになる。こ
の重量平均分子量は、７０万～２００万が好ましく、７０万～１５０万がより好ましい。
　なお、上記重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法
により測定したポリスチレン換算の値である。
【０００８】
　本発明の両面粘着テープにおける粘着剤層を構成する粘着剤組成物としては、前述のよ
うに、重量平均分子量が７０万以上のアクリル酸エステル系共重合体及び粘着性付与剤を
主成分とするものが用いられる。
　前記アクリル酸エステル系共重合体としては、例えば（ａ）アクリル酸ブチル、（ｂ）
エステル部分のアルキル基の炭素数が１～２０のアクリル酸ブチル以外の(メタ)アクリル
酸アルキルエステル、（ｃ）分子内に架橋性官能基を有する単量体、及び所望により用い
られる、（ｄ）他の単量体との共重合体を好ましく挙げることができる。
　前記（ｂ）成分であるエステル部分のアルキル基の炭素数が１～２０のアクリル酸ブチ
ル以外の(メタ)アクリル酸エステルの例としては、(メタ)アクリル酸メチル、(メタ)アク
リル酸エチル、(メタ)アクリル酸プロピル、メタクリル酸ブチル、(メタ)アクリル酸ペン
チル、(メタ)アクリル酸ヘキシル、(メタ)アクリル酸シクロヘキシル、(メタ)アクリル酸
２－エチルヘキシル、(メタ)アクリル酸イソオクチル、(メタ)アクリル酸デシル、(メタ)
アクリル酸ドデシル、(メタ)アクリル酸ミリスチル、(メタ)アクリル酸パルミチル、(メ
タ)アクリル酸ステアリルなどが挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種以上
を組み合わせて用いてもよい。
【０００９】
　前記（ｃ）成分である分子内に架橋性官能基を有する単量体の例としては、(メタ)アク
リル酸２－ヒドロキシエチル、(メタ)アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、(メタ)アクリ
ル酸３－ヒドロキシプロピル、(メタ)アクリル酸２－ヒドロキシブチル、(メタ)アクリル
酸３－ヒドロキシブチル、(メタ)アクリル酸４－ヒドロキシブチルなどの(メタ)アクリル
酸ヒドロキシアルキルエステル；(メタ)アクリル酸モノメチルアミノエチル、(メタ)アク
リル酸モノエチルアミノエチル、(メタ)アクリル酸モノメチルアミノプロピル、(メタ)ア
クリル酸モノエチルアミノプロピルなどの(メタ)アクリル酸モノアルキルアミノアルキル
；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸など
のエチレン性不飽和カルボン酸などが挙げられる。これらの単量体は単独で用いてもよい
し、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　また、所望により用いられる、（ｄ）成分である他の単量体の例としては酢酸ビニル、
プロピオン酸ビニルなどのビニルエステル類；エチレン、プロピレン、イソブチレンなど
のオレフィン類；塩化ビニル、ビニリデンクロリドなどのハロゲン化オレフィン類；スチ
レン、α－メチルスチレンなどのスチレン系単量体；ブタジエン、イソプレン、クロロプ
レンなどのジエン系単量体；アクリロニトリル、メタクリロニトリルなどのニトリル系単
量体；アクリルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド、Ｎ,Ｎ－ジメチルアクリルアミドな
どのアクリルアミド類などが挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種以上を組
み合わせて用いてもよい。
　アクリル酸ブチル及びこれらの単量体を用いて得られたアクリル酸エステル系共重合体
は、アクリル酸ブチル単位の含有量が９０質量％以上で、他の単量体単位の含有量が１０
質量％以下である。また、その共重合形態については特に制限はなく、ランダム、ブロッ
ク、グラフト共重合体のいずれであってもよい。
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　本発明においては、このアクリル酸エステル系共重合体は１種を単独で用いてもよいし
、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　当該粘着剤組成物においては、架橋剤を含有させることができる。架橋剤としては特に
制限はなく、従来アクリル系樹脂において架橋剤として慣用されているものの中から、任
意のものを適宜選択して用いることができる。このような架橋剤としては、例えばポリイ
ソシアネート化合物、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、ジアルデヒド類、メチロ
ールポリマー、アジリジン系化合物、金属キレート化合物、金属アルコキシド、金属塩な
どが挙げられるが、ポリイソシアネート化合物が好ましく用いられる。
　ここで、ポリイソシアネート化合物の例としては、トリレンジイソシアネート、ジフェ
ニルメタンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネートなどの芳香族ポリイソシアネ
ート、ヘキサメチレンジイソシアネートなどの脂肪族ポリイソシアネート、イソホロンジ
イソシアネート、水素添加ジフェニルメタンジイソシアネートなどの脂環式ポリイソシア
ネートなど、及びそれらのビウレット体、イソシアヌレート体、さらにはエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパン、ヒマ
シ油などの低分子活性水素含有化合物との反応物であるアダクト体などを挙げることがで
きる。
【００１０】
　本発明においては、この架橋剤は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせ
て用いてもよい。また、その使用量は、架橋剤の種類にもよるが、前記アクリル酸エステ
ル系共重合体１００質量部に対し、通常０.０１～２０質量部、好ましくは、０.１～１０
質量部の範囲で選定される。
　当該粘着剤組成物において、前記アクリル酸エステル系共重合体と共に、主成分を構成
する粘着性付与剤については特に制限はなく、従来粘着剤における粘着性付与剤として慣
用されているものの中から、適宜選択して用いることができる。この粘着性付与剤として
は、ロジン系樹脂（生ロジン、水添ロジン、ロジンエステル系）、キシレン樹脂、テルペ
ン－フェノール樹脂、石油樹脂、クマロンインデン樹脂、テルペン樹脂、スチレン樹脂、
エチレン／酢酸ビニル樹脂、さらにはスチレン－ブタジエンブロックポリマー、スチレン
－イソプレンブロックポリマー、エチレン－イソプレン－スチレンブロックポリマー、塩
化ビニル／酢酸ビニル系ポリマー、アクリル系ゴムなどのエラストマー等が挙げられる。
【００１１】
　市販品の具体例としては、パインクリスタルＫＥ－３５９［荒川化学工業社製］、スー
パーエステルＡ－７５［荒川化学工業社製］、スーパーエステルＡ－１００［荒川化学工
業社製］、スーパーエステルＡ－１２５［荒川化学工業社製］等のロジンエステル、ペン
セルＤ１２５［荒川化学工業社製］、ペンセルＤ１６０［荒川化学工業社製］、リカタッ
クＰＣＪ［理化ファインテック社製］等の重合ロジンエステル、ニカノールＨＰ－１００
［三菱ガス化学社製］、ニカノールＨＰ－１５０［三菱ガス化学社製］、ニカノールＨ－
８０等のキシレン樹脂、ＹＳポリスターＴ－１１５［ヤスハラケミカル社製］、マイテッ
クＧ１２５［ヤスハラケミカル社製］等のテルペン－フェノール樹脂、ＦＴＲ－６１２０
［三井化学社製］、ＦＴＲ－６１００［三井化学社製］等の石油樹脂などがある。
　これらの粘着性付与剤は１種のみを単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用い
てもよいが、これらの中でロジンエステル系が、粘着性付与効果などの面から好適である
。
　本発明においては、この粘着性付与剤は、粘着剤層中に４０～６０質量％（固形分量）
含まれていることが必要である。粘着性付与剤の含有量が上記範囲にあれば、所望の粘着
力を得ることができる。好ましい粘着性付与剤の含有量は、５０～６０質量％の範囲であ
る。
　当該粘着剤組成物には、本発明の目的が損なわれない範囲で、所望により各種添加剤、
例えば酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、カップリング剤、充填剤、着色剤などを添
加することができる。
　この粘着剤組成物を用いて、芯材の両面に粘着剤層を形成する方法については、後で説
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明する。
　本発明の両面粘着テープにおいては、総厚さが３０μｍ以下である。この総厚さが３０
μｍを超えると、薄膜両面粘着テープを提供する本発明の目的が達せられない。総厚さの
下限は６μｍ程度である。
　また、両面の粘着剤層の厚さは、それぞれ２～１０μｍである。この厚さが２μｍ未満
では、貼付適性の低下及び粘着力の低下などの不具合が生じる。一方、該厚さが１０μｍ
を超えると、相対的に芯材の厚さが減少し、加工適性の低下などが生じる。
　なお、芯材の両面に設けられる粘着剤層の厚さは、前記範囲にあれば、それぞれ同じ厚
さであってもよく、異なる厚さであってもよい。
　粘着剤層の厚さの測定方法については、後で説明する。
　さらに、一方の側の粘着剤層の厚さをａ（μｍ）、当該粘着剤層の粘着力をｃ（Ｎ／２
５ｍｍ）とした場合、両面の粘着剤層のｃ／ａ値が１.３～５.０の範囲にあることが好ま
しい。このｃ／ａ値が１.３以上であれば、粘着力が十分に発揮され、耐久性も良好とな
り、一方５.０以下であれば、貼り損じた場合、芯材を破損せずに剥がすことができ、加
工上好ましい。より好ましいｃ／ａ値は１.５～２.９の範囲である。
　また、粘着力は、通常１～２０Ｎ／２５ｍｍ程度、好ましくは５～１５Ｎ／２５ｍｍで
ある。なお、該粘着力は、ＪＩＳ Ｚ １５２８に準じて測定した値である。
【００１２】
　本発明の両面粘着テープにおいては、１２０℃での保持力を５ｍｍ以下にすることがで
きる。このような保持力を有することにより、夏期の車内など、高温での使用に耐える耐
久性を有する両面粘着テープとなる。なお、１２０℃での保持力の測定方法については、
後で説明する。
　本発明の両面粘着テープにおいては、通常芯材の一方の側の粘着剤層に重剥離型剥離フ
ィルムが、他方の側の粘着剤層に軽剥離型剥離フィルムが貼付されている。前記重剥離型
剥離フィルムの剥離力は、前記軽剥離型剥離フィルムの剥離力よりも大きい。重剥離型剥
離フィルムの本発明に係る粘着剤層に対する剥離力は、通常１００～４００ｍＮ／５０ｍ
ｍ程度、好ましくは１５０～３００ｍＮ／５０ｍｍ程度であり、一方軽剥離型剥離フィル
ムの本発明に係る粘着剤層に対する剥離力は、通常３０～１５０ｍＮ／５０ｍｍ程度、好
ましくは５０～１００ｍＮ／５０ｍｍ程度である。
　なお、前記の各剥離フィルムの剥離力の測定方法については後で説明する。
　本発明においては、前記重剥離型剥離フィルムの厚さは、３０～１００μｍが好ましい
。この厚さが３０μｍ以上であれば、抜き加工時の加工適性が良好となり、１００μｍ以
下であれば、適度のコシを有し、加工適性がよい上、経済的にも有利である。
　一方、軽剥離型剥離フィルムの厚さに特に制限はないが、加工適性及び経済性の点から
、２５～５０μｍ程度が好ましい。
　前記の重剥離型剥離フィルムや軽剥離型剥離フィルムの材質に特に制限はなく、例えば
ポリエチレンフィルムやポリプロピレンフィルムなどのポリオレフィンフィルム、ポリエ
チレンテレフタレートフィルムなどのポリエステルフィルム等が挙げられるが、これらの
中で、安価でコシもあり、透明性に優れるポリエチレンテレフタレートフィルムが好まし
い。また、これらのフィルムの表面に塗布される剥離処理剤としては、シリコーン系、フ
ッ素系、長鎖アルキル系などの剥離剤を用いることができるが、これらの中で、安価で安
定した性能が得られるシリコーン系剥離剤が好ましい。ただし、シリコーン系剥離剤が不
具合を及ぼす用途などにおいては、長鎖アルキル系剥離剤を使用するのがよい。
【００１３】
　次に、本発明の両面粘着テープを製造する方法について説明する。
　まず、前述の粘着剤組成物に、必要に応じて溶剤を加え、塗工に適した粘度に調整し、
塗工液を作製する。
　次に、軽剥離型（又は重剥離型）剥離フィルムの剥離処理面に、前記塗工液を乾燥後の
膜厚が２～１０μｍになるように、例えばバーコート法、リバースロールコート法、ナイ
フコート法、ロールナイフコート法、グラビアコート法、エアドクターコート法、ドクタ
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ーブレードコート法など、従来公知の塗工方法により塗工し、８０～１２０℃程度の温度
で数十秒～数分間乾燥後、芯材を貼合して片面粘着フィルムを作製する。
　次いで、重剥離型（又は軽剥離型）剥離フィルムの剥離処理面に、前記塗工液を乾燥後
の膜厚が２～１０μｍになるように、前記と同様にして塗工、乾燥後、前記の片面粘着フ
ィルムのプラスチックフィルム面と貼合することにより、本発明の両面粘着テープが得ら
れる。
　なお、芯材の厚さが６μｍ程度以上であれば、前記塗工液を該芯材に直接塗工、乾燥し
、剥離シートを貼付してもよい。
　このようにして得られた本発明の両面粘着テープは、透明薄膜であって、粘着力及び高
温保持力に優れている。
【実施例】
【００１４】
　次に、本発明を実施例により、さらに詳細に説明するが、本発明は、これらの例によっ
てなんら限定されるものではない。
　なお、各例で得られた両面粘着テープの諸特性は下記の方法に従って求めた。
（１）粘着力
　２５ｍｍ幅のサンプルにてＪＩＳ Ｚ １５２８に準じて測定した。
　すなわち、試験片の一方の粘着面を試験板（ステンレス鋼板）に貼り付けた後に、他の
一方の面の剥離フィルムを剥ぎ取り、試験片とほぼ同じ大きさのＪＩＳ Ｃ ２３１８に規
定するポリエチレンテレフタレートフィルム（呼び厚さ２５番）を貼り合わせて圧着した
。次いで、ＪＩＳ Ｚ ０２３７の１０（粘着力）によって、試験板（ステンレス鋼板）に
対する１８０°引き剥がし粘着力を求めた。
（２）保持力
　２５ｍｍ幅のサンプルにてＪＩＳ Ｚ １５２８に準じて測定した。
　すなわち、試験片の一方の粘着面の２５ｍｍの長さ部分をステンレス鋼製金属板に貼付
した後に、他の一方の面の剥離フィルムを剥ぎ取り、試験片とほぼ同じ大きさのＪＩＳ 
Ｃ ２３１８に規定するポリエチレンテレフタレートフィルム（呼び厚さ２５番）を貼り
合せて圧着し、１２０℃で１５分間放置したのち、９.８０７Ｎ（１０００ｇ）の荷重を
かけながら、１２０℃で１時間保持し、その際のズレ量を保持力値とする。
（３）粘着剤層の厚さ
　テクロック社製の定圧厚さ測定機「ＰＧ０２」（測定子径５ｍｍ）を用いて測定した。
　この際、粘着剤層の厚さを精密に測定するために、まず、両面テープ（剥離フィルムＡ
／粘着剤層Ａ／芯材／粘着剤層Ｂ／剥離フィルムＢ）の厚さを１０枚重ねて測定し、１０
で除することで総厚ｓを求める。
　次に、剥離フィルムＡを剥ぎ取り、さらに粘着剤層Ａを芯材を溶かさない溶剤で除去し
て、芯材／粘着剤層Ｂ／剥離フィルムＢの状態にする。これを１０枚重ねて厚さを測定し
、１０で除することで厚さｔを求める。
　別に、剥離フィルムＡの厚さｕも同様にして求め、総厚ｓから厚さｔ及びｕを引くこと
で、粘着剤層Ａの厚さが求められる。（実施例１～３、比較例１～２はこの方法で測定し
た。）
　また、他の方法として、厚さ既知のフィルムを両面テープに貼り合わせ、電子顕微鏡で
テープの断面写真を撮影し、厚さ既知のフィルムと、粘着剤層の厚さを比較することによ
り、粘着剤層の厚さを求めることもできる。
（４）剥離フィルムの剥離力
　５０ｍｍ幅のサンプルにて、測定する側と逆側の剥離フィルムを剥ぎ取り、露出した粘
着剤面をガラス板に貼付し、測定する側の剥離フィルムを引張試験機を用いて、３００ｍ
ｍ／ｍｉｎの速度で１８０°方向に引き剥がす際の抵抗を測定し、剥離力とした。
【００１５】
製造例１　粘着剤組成物１（塗工液１）の製造
　重量平均分子量８０万のアクリル酸エステル系共重合体（アクリル酸ブチル単位９５質
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量％、アクリル酸単位２質量％及びメタクリル酸メチル単位３質量％）濃度３０質量％の
酢酸エチル溶液１００質量部に対し、粘着性付与剤［荒川化学工業社製、商品名「パイン
クリスタルＫＥ－３５９」、ロジンエステル系、軟化点９４～１０４℃、酸価１０～２０
ｍｇＫＯＨ／ｇ］３０質量部、及びイソシアネート系架橋剤［東洋インキ製造社製、商品
名「ＢＨＳ８５１５」、固形分濃度３７.５質量％］１質量部を加えて、トルエンで希釈
し、固形分濃度２０質量％の粘着剤組成物１（塗工液１）を製造した。
製造例２　粘着剤組成物２（塗工液２）の製造
　製造例１において、重量平均分子量５０万のアクリル酸エステル系共重合体を用いた以
外は、製造例１と同様にして粘着剤組成物２（塗工液２）を製造した。
製造例３　粘着剤組成物３（塗工液３）の製造
　製造例１において、粘着性付与剤を１０質量部用いた以外は、製造例１と同様にして粘
着剤組成物３（塗工液３）を製造した。
【００１６】
実施例１
　軽剥離型ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）剥離フィルム［リンテック社製、商品
名「ＳＰ－ＰＥＴ３８ＧＳ」、フィルム厚さ３８μｍ］の剥離処理面に、製造例１で得た
塗工液１を、乾燥後の膜厚が４μｍになるようにナイフコーターで塗布し、１００℃で１
分間乾燥後、芯材のＰＥＴフィルム［東レ社製、商品名「ＰＥＴ６ ＣＦ－５３」、フィ
ルム厚さ６μｍ］と貼合して、片面粘着フィルム１を得た。
　次いで、重剥離型ＰＥＴ剥離フィルム［リンテック社製、商品名「ＳＰ－ＰＥＴ５０Ｃ
」、フィルム厚さ５０μｍ］の剥離処理面に、前記塗工液１を、乾燥後の膜厚が４μｍに
なるようにナイフコーターで塗布し、１００℃で１分間乾燥後、前記の片面粘着フィルム
１のＰＥＴ面と貼合して両面粘着テープを作製した。
　得られた両面粘着テープの軽剥離型ＰＥＴ剥離フィルムの剥離力は９０ｍＮ／５０ｍｍ
であり、重剥離型ＰＥＴ剥離フィルムの剥離力は１７０ｍＮ／５０ｍｍであった。
　この両面粘着テープの諸特性を第１表に示す。
実施例２
　実施例１において、芯材のＰＥＴフィルムとして、三菱化学ポリエステルフィルム社製
、商品名「ＰＥＴ２ Ｃ６６０」（フィルム厚さ２μｍ）を用いた以外は、実施例１と同
様にして両面粘着テープを作製した。
　この両面粘着テープの諸特性を第１表に示す。
実施例３
　実施例１において、軽剥離型ＰＥＴ剥離フィルムの剥離処理面、及び重剥離型ＰＥＴ剥
離フィルムの剥離処理面に、それぞれ塗工液１を乾燥後の膜厚が７μｍになるように塗布
した以外は、実施例１と同様にして両面粘着テープを作製した。
　この両面粘着テープの諸特性を第１表に示す。
比較例１
　実施例１において、製造例２で得た塗工液２を用いた以外は、実施例１と同様にして両
面粘着テープを作製した。
　この両面粘着テープの諸特性を第１表に示す。
比較例２
　実施例１において、製造例３で得た塗工液３を用いた以外は、実施例１と同様にして両
面粘着テープを作製した。
　この両面粘着テープの諸特性を第１表に示す。
【００１７】



(9) JP 4875357 B2 2012.2.15

10

20

【表１】

【産業上の利用可能性】
【００１８】
　本発明の両面粘着テープは、透明薄膜であって、粘着力及び高温保持力に優れ、かつ良
好な加工適性を有し、例えば携帯電話、ＰＤＡなどの携帯端末機器や薄膜表示体などの部
材固定用、あるいは光ディスクの基板貼り合わせ用、偏光板の固定用などとして好適に用
いられる。
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